
人材活躍支援課

女性活躍支援担当

4541

番号 事業名 会計 款 項 目 説明事業

B109
働く女性のワンストップ支援拠点事業 労働費 労政費 雇用促進費 働く女性のワンストップ支援拠点事業費

針路 07 誰もが活躍し共に生きる社会の実現 5,8

分野施策 0702 女性の活躍推進と男女共同参画の推進 5-5,5-c,8-5

１　事業の概要 ５　事業説明

２　事業主体及び負担区分

３　地方財政措置の状況

なし

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員

予算額

財　　源　　内　　訳

一般財源
国庫支出金 諸 収 入

決定額 248,325 70,425 216 177,684 6,844

前年額 241,481 45,799 220 195,462

令和 4年度予算見積調書
課室名:

担当名:

内線: (単位：千円)

一般会
計

事 業
期 間

令和 3年度～ 根 拠
法 令

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律
雇用対策法　第5条

SDGsｺﾞｰﾙ

SDGsﾀｰｹﾞｯﾄ

　女性キャリアセンターにおいて、女性の就業から就労
継続、キャリアアップまでをワンストップで支援する。
（１）ワンストップ支援サイト構築運営費  1,584千円
（２）部局連携事業費　　　　　　　　　　　880千円
（３）就業・キャリアアップ支援（相談・ﾏｯﾁﾝｸﾞ、再就
　　職支援、人確・定着、キャリア形成）144,541千円
（４）DX人材就業支援委託費　　　　　　　　602千円
（５）在宅ワーク就業支援委託費　　　　 35,032千円
（６）埼玉版ハローワーク　　　　　　　  8,717千円
（７）働きたい女性の最初の一歩応援事業 30,250千円
（８）在宅ワーカー魅力発掘プロジェクト  5,143千円
（９）その他（事業推進費、ｾﾝﾀｰ運営費、ﾊﾛｰﾜｰｸ求人活
　　用、保育業務委託、施設管理費） 　　21,576千円

（１）事業内容
　　ア　ワンストップ支援サイト構築運営費　　　　　　　　　　  1,584千円
　　　　働く女性の様々な悩み、疑問、関心に応えるサイトを構築し、ネットでのワンストップの情報提供を行う。
　　イ　部局連携事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　    880千円
　　　　課題別（健康、育児等）や業種別（農業、福祉、起業等）のセミナー・交流会を部局連携で開催する。
　　ウ　就業・キャリアアップ支援　　　　　　　　　　　　　　144,541千円
　　　　・相談業務・人材マッチング委託費　キャリアカウンセリング、セミナー、職業紹介により就職を支援する。　
　　　　・再就職支援委託費　　　　　　　　インターンシップを通じ、企業とのマッチング支援を実施する。
　　　　・人材確保・定着支援委託費　　　　企業説明会等を実施し、就業促進、企業の人材確保支援を実施する。
　　　　・キャリア形成促進事業費　　　　　働いている女性を対象にキャリアアッププログラムを実施する。
　　エ　DX人材就業支援委託費（新規）　　　　　　　　　　　　　　602千円
　　　　DX人材として就業を希望する求職者に、キャリアカウンセリング、面接対策、インターンシップ等を実施する。
　　オ　在宅ワーク就業支援委託費            　　　　　　　   35,032千円
　　　　セミナー、交流会、個別相談、マッチング交流会を実施し、在宅ワークでの就業と定着を支援する。　
　　カ　埼玉版ハローワーク　　　　　　　　　　　　　　　　　  8,717千円
　　　　「埼玉しごとセンター」女性コーナーにキャリアコンサルタントを配置しキャリアカウンセリングを実施する。
　　キ　働きたい女性の最初の一歩応援事業（新規）　　　　　　 30,250千円
　　　　コロナ禍で離職した潜在的女性求職者に向けて、SNSを活用して掘り起こすとともに、市町村と連携し著
　　　　名人セミナーと企業面接会を実施する。また、在宅ワークを含む働き方提案セミナーを開催する。
　　ク　在宅ワーカー魅力発掘プロジェクト（新規）　　　　　　　5,143千円
　　　　企業の在宅ワーカー活用を促進するため、企業向けセミナーを開催し、発注企業の拡大を図る。　　　　
　　ケ　その他　事業実施のための事務費、管理費、補完的経費　 21,576千円
（２）事業計画　　女性キャリアセンターにおける就業確認者数　　  1,900人
（３）事業効果　　女性の就業、就労継続、キャリアアップが進み、女性活躍により社会・経済が活性化する。
（４）県民・民間活力、職員のマンパワー活用、他団体との連携状況
　　　労働・経済団体や有識者の意見を反映させながら、関係部局や関係機関との連携により事業を実施する。市町村
　　　やハローワーク等と連携した就職支援を実施するため、県内各地でセミナー等を行う。

（５）（７）（８）　国10/10
それ以外　　　　　　県10/10

9,500千円×7人＝66,500千円

前年との
対比

― 産業労働部 B109 ―
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